
○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、完全性について保証するもので

はありません。また、将来予告なく変更されることがあります。○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではあ

りません。○投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。○投資信託の運用による損益は

すべて受益者の皆様に帰属します。○お申込みの際には必ず投資信託説明書（ 交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様自身でご判断ください。
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投資者の皆様へ
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弊社ファンドの基準価額の下落について

平素は弊社ファンドをご愛顧いただき、誠にありがとうございます。

以下のファンドの基準価額が1月6日に大きく下落しましたので、その要因等についてご報告申し上げます。

１.基準価額及び騰落率（1月6日）

ファンド名称 基準価額 前営業日比 騰落率

ＳＢＩ・ＧＳ ＮｅｘＧｅｎ（高成長ＤＸ） 7,867 円 ▲635 円 ▲7.5％

ＳＢＩ・ＧＳ ＮｅｘＧｅｎ（先端医療） 8,403 円 ▲457 円 ▲5.2％

ＳＢＩ米国小型成長株ファンド（愛称：グレート・スモール） 17,239 円 ▲1,063 円 ▲5.8％

２.基準価額下落の主な要因及び今後の見通し

本レポートに記載のファンドに関する下落要因及び今後の見通しは以下の通りです。

1 月 5 日の米国株式市場において、市場を代表する指数は下落しました。S＆P500 種株価指数は前日比▲1.9％、ダ

ウ工業株 30 種平均は▲1.1％、ナスダック総合指数は▲3.3％下落しました。背景として、同日に発表された昨年 12 月

14 日、15 日開催の FOMC（米公開市場委員会）の議事録が、市場予想に比べタカ派的な内容と理解されたことが挙げら

れます。市場では、早期利上げ開始、QT（Quantitative Tightening：量的引き締め、中銀の資産圧縮）の開始前倒しなど

が懸念され、リスク回避的な動きが強まりました。米国長期国債利回りは、1 月 4 日の 1.64％から 5 日には 1.7％に上昇

しました。株式市場全体の投資家の不安心理を示すとされる VIX 指数は、1 月 5 日に 19.73（1 月 4 日：16.91）と上昇しま

した。なお、米ドル円の仲値は、1 月 5 日の 116.21 円から 1 月 6 日は 116.05 円とやや円高ドル安となりました。

FOMC 議事録に対する市場関係者の反応としては、早期の利上げに対し前向きとの観測（利上げ開始の前提となる

雇用水準は早期に達成可能との見方。(ご参考)前回の金融正常化局面では 2014 年 1 月～10 月にテーパリング実施及

び利上げは 2015 年 12 月に開始）、利上げ開始後早期に QT に着手する可能性も示唆されたとの観測（前回は QT 開始

は 2017 年 10 月）、などが見られました。

市場全体が下落しましたが、特に高バリュエーションのハイテク株や小型株は、長期金利の上昇への懸念（米 10 年国

債利回りの 1.7％の大台乗せ）やリスク回避的な動きにより相対的に下落率が大きくなりました。
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今後の動向ですが、オミクロン変異株に関しては、FOMC 議事録でも経済見通しをより不確実なものとしたと評価され

ておりますが、依然として、収束時期への不透明感からの売りが出やすい状況が続くと予想されますので注意が必要で

す。また、今回の議事録発表を受けて、米国のテーパリング（量的緩和の縮小）、利上げなどの金融正常化プロセスの

実施予想が 7 日発表予定の米 12 月雇用統計をはじめとした経済、インフレ指標に反応してどのように変化していくか注

目されます。オミクロン株を中心とした感染拡大の一服を待ちつつ、FRB の動向も踏まえて、金利、景気等に与える影響

を注視してまいります。

以上
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投資信託にかかるリスク

投資信託は、主に国内外の株式・公社債等値動きのある証券を投資対象としますので、組入株式の価格の下落や、組入株式の発行体の

財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落し、その結果、大きく損失を被る場合があります。

また、投資信託は、それぞれの投資信託ごとに投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なることから、リスクの

内容や性質が異なりますので、お申込みの際には必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様自身でご判断ください。

※投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動します。したがって元本保証はありません。

お客様に直接・間接にご負担いただく費用等

（お買付時に直接ご負担いただく費用）

●お買付手数料          上限 3.3％（税抜 3.0％）

（途中解約時に直接ご負担いただく費用）

●信託財産留保額          上限 0.5％

（保有期間中にファンドが負担する費用（間接的にご負担いただく費用））

●信託報酬               上限 2.2％（税抜 2.0％）
※成功報酬制を採用する投資信託については、基準価額の水準等により報酬額が変動するため、上限等を示すことができません。
また、上記上限を超える場合があります。

●その他の費用

監査費用、有価証券売買時にかかる売買手数料、信託事務の諸費用等が信託財産から差引かれます。その他の費用は、監査費用を

除き、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を示すことができません。

≪ご注意≫

上記に記載しているリスクや費用等につきましては、一般的な投資信託を想定しています。費用の料率につきましては、ＳＢＩアセットマネジ

メント株式会社が運用するすべての投資信託のうち、ご負担いただく費用における上限を記載しております。また、成功報酬を採用する

投資信託については、基準価額の水準等により報酬額が変動するため、上限額を超える場合があります。投資信託にかかるリスクや

費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、お申込みの際には、必ず該当投資信託の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を

ご確認の上、お客様自身でご判断ください。

投資信託ご購入の注意

●投資信託をご購入の際は、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、もしくは同時にお受取りになり、内容をご確認ください。

●投資信託は値動きのあるものであり、元本保証、利回り保証、及び一定の運用成果の保証をするものではありません。

したがって、運用実績によっては元本割れする可能性があります。

●投資信託の基準価額の下落により損失を被るリスクは、投資信託をご購入のお客様が負うこととなります。

●投資信託は預金ではなく、預金保険の対象ではありません。

●銀行など登録金融機関でご購入いただく投資信託は、投資者保護基金の支払対象ではありません。



皆様の投資判断に関する留意事項 
【投資信託のリスク】 
投資信託は、株式や公社債など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合は為替リスクがあります。）に投資しますので、 
基準価額は変動します。従って、投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割 
り込むことがあります。投資信託は預貯金と異なります。投資信託財産に生じた損益は、すべて投資者の皆様に帰属します。 

【留意事項】 
・   投資信託のお取引に関しては、金融商品取引法第 37条の 6 の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はありません。 
・   投資信託は預金商品や保険商品ではなく、預金保険、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融 
機関が取扱う投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。 

・   投資信託の収益分配は、各ファンドの分配方針に基づいて行われますが、必ず分配を行うものではなく、また、分配金の金 
額も確定したものではありません。分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの純資産から支払われますので、分配金が 
支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。分配金は、計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合 
があるため、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。また、投資者の購入 
価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の 
運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。 

【お客様にご負担いただく費用】 
■お客様が購入時に直接的に負担する費用 
購入時 手数料 ：  購入価額 × 購入口数 × 上限  3.85％（税抜 3.5％） 

■お客様が換金時に直接的に負担する費用 
換金時 手数料 ：  公社債投信 1 万口当たり上限 110 円（税抜  100 円） ※その他の投資信託にはありません 
信託財産留保額： 換金時に適用される基準価額 × 0.5％以内 
※T&D「J ﾘｰﾄﾌｧﾝﾄﾞ限定追加型 1402」(当初申込時無手数料)についてはご換金時期により信託財産留保額 3.0％～
0.5％( 2021年６月１日以降は無料 )をご負担いただきます。  

■お客様が信託財産で間接的に負担する費用 
運用管理費用（信託報酬）の実質的な負担： 純資産総額×実質上限年率 2.618％（税抜 2 . 3 8％） 
※実質的な負担とは、ファンドの投資対象が投資信託証券の場合、その投資信託証券の信託報酬を含めた報酬のことをいい
ます。なお、実質的な運用管理費用（信託報酬）は目安であり、投資信託証券の実際の組入比率により変動します。 
その他の費用 
※上記の他に、組入有価証券等の売買に係る売買委託手数料、監査費用、投資信託財産に関する租税、信託事務の処理
に要する諸費用、海外における資産の保管等に要する費用、受託会社の立替えた立替金の利息、借入金の利息等を投資信

託財産から間接的にご負担いただく場合があります。これらの費用･手数料等は、運用状況等により変動するため、事前に料率･上
限額等を示すことはできません。 

●お客様にご負担いただく費用につきましては、運用状況等により変動する費用があることから、事前に合計金額若しくはその 
上限額又はこれらの計算方法を示すことはできません。 

●上記のリスクや費用につきましては、一般的な投資信託を想定しております。各費用項目の料率は、販売会社である香川 
証券株式会社が取扱うすべての公募投資信託のうち、最高の料率を記載しております。投資信託のリスクや費用は、個別 
の投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、事前に、個別の投資信託の「投資信託説明書（交付目論見 
書）」の【投資リスク、手続 ・手数料等】をご確認ください。 
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加 入 協 会 日本証券業協会 


